
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

   

   

   

   

   

 
 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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(百万円未満切捨て)

１．平成24年７月期の連結業績（平成23年８月１日～平成24年７月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年７月期 6,196 20.2 1,131 41.1 1,135 40.8 307 △27.1
23年７月期 5,157 5.5 801 38.1 806 42.3 421 41.4

(注) 包括利益 24年７月期 203百万円( △52.7％) 23年７月期 429百万円( 44.0％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年７月期 2,951.72 ― 7.3 14.3 18.3
23年７月期 4,004.48 ― 10.5 10.3 15.5

(参考) 持分法投資損益 24年７月期 ―百万円 23年７月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年７月期 7,999 4,474 53.6 41,181.56
23年７月期 7,901 4,394 52.1 39,546.46

(参考) 自己資本 24年７月期 4,290百万円 23年７月期 4,120百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年７月期 448 △66 △158 2,027
23年７月期 20 △7 △237 1,803

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年７月期 ― 500.00 ― 700.00 1,200.00 125 30.0 3.2
24年７月期 ― 600.00 ― 600.00 1,200.00 125 40.7 3.0

25年７月期(予想) ― 800.00 ― 800.00 1,600.00 ―

３．平成25年７月期の連結業績予想（平成24年８月１日～平成25年７月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,136 23.1 347 3.9 348 3.0 133 △25.3 1,242.35
通 期 7,175 15.8 1,260 11.5 1,260 11.0 656 113.6 6,096.68



  

 

   

   

   

   

   

   

 

   

   

   

（２）個別財政状態 

 
   

   

   

   

 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

   

   

 

   

 

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年７月期 107,740株 23年７月期 107,740株

② 期末自己株式数 24年７月期 3,549株 23年７月期 3,549株

③ 期中平均株式数 24年７月期 104,191株 23年７月期 105,351株

(参考) 個別業績の概要
１．平成24年７月期の個別業績（平成23年８月１日～平成24年７月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年７月期 1,268 1.3 567 △1.1 573 △0.8 268 △44.0
23年７月期 1,252 13.5 573 36.8 577 44.8 479 40.5

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

24年７月期 2,579.44 ―

23年７月期 4,553.60 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年７月期 4,705 4,408 93.2 42,108.40
23年７月期 4,358 4,261 97.6 40,845.58

(参考) 自己資本 24年７月期 4,387百万円 23年７月期 4,255百万円

２．平成25年７月期の個別業績予想（平成24年８月１日～平成25年７月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 961 20.2 527 18.3 529 18.0 494 25.5 4,590.66

通 期 1,473 16.2 598 5.6 603 5.3 528 96.8 4,908.32

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に関する
分析」をご覧ください。
当社は、平成24年９月20日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。その模様及び説明
内容については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興関連需要により、緩やかな回復が見

られるものの、欧州財政危機、長引く円高、アジア経済の成長鈍化等により、依然として先行き不透明

な状況が続いております。 

医薬品業界におきましても、新薬創出の困難な状況や、承認の厳格化、後発医薬品使用促進等の医療

費抑制政策により、製薬各社の経営を取り巻く環境は厳しい状況にあり、また、同様に医療機関の経営

環境も改善がみられる状況にありません。その一方で、先端医療の早期実用化に向けた「臨床研究・治

験活性化５か年計画2012」が国の方針として推進される等、新たな動きも見られます。 

このような環境のなか、当社グループが主要事業とするＳＭＯ（治験施設支援機関）業界におきまし

ては、治験依頼者である製薬会社から、新薬申請・承認の早期化のために、より効率的にかつ品質を落

とさずに治験を実施することが、ますます求められております。そのため、製薬会社は、様々な疾患領

域に対応できる多くの医療機関と提携し、質の高いサービスを提供できる大手ＳＭＯを選択する傾向が

強まり、ＳＭＯ業界の寡占化が加速しております。 

当社グループは、このような状況に対応するため、平成23年３月に策定した中期経営計画“SOGO New 

Success Plan 2015”に沿って、様々な施策を実施して参りました。 

主要事業であるＳＭＯ事業におきましては、製薬会社の開発動向に対応した提案営業の推進により、

受注拡大に努めるとともに、提携施設との関係強化や品質保証体制の見直し等を行ない、付加価値の高

いサービスを提供できる体制作りに取り組みました。また、採用チャネルの多様化により優秀な人材を

確保し、専門教育の充実を図る等、今後の展開に向けた取組みにも注力しました。 

また、平成24年４月に株式会社綜合臨床メデフィを設立し、今後、大きな成長が期待される臨床研

究、医師主導型治験及び製造販売後調査を中心としたＣＲＯ（医薬品開発業務受託機関）事業に本格参

入し、事業規模拡大に取り組んでおります。 

さらに、長期経営ビジョンに基づく「綜合医療サービス支援企業」への発展のため、平成24年２月

に、有識者による「ＳＯＧＯ学術委員会」を設置し、構成委員からのアドバイスに基づいて、医療業界

の発展に貢献するとともに、当社グループ事業の発展に向けた基盤作りの活動を開始いたしました。 

当連結会計年度におきましては、大型案件を含む受注の早期獲得と、受託済み案件の順調な進捗等に

より、前期を大幅に上回る売上高を計上する結果となりました。また、業務の効率化の推進による原

価、販売費及び一般管理費の抑制により、営業利益率が大幅にアップし、収益性の改善が見られまし

た。しかしながら、連結子会社の株式会社あすも臨床薬理研究所が中心となって支援してきた臨床試験

に特化した医療機関の経営悪化に関連して、医療機関支援関連損失591百万円を、特別損失に計上しま

した。 

この結果、当連結会計年度の売上高は6,196百万円（前期比20.2％増）、営業利益1,131百万円（前期

比41.1％増）、経常利益1,135百万円（前期比40.8％増）、当期純利益307百万円（前期比27.1％減）と

なりました。  

  

①資産、負債及び純資産の状況 

  当連結会計年度末における総資産は7,999百万円となり、前連結会計年度と比較して98百万円増加い

たしました。主な資産の変動は、「仕掛品」が276百万円、「のれん」が101百万円、「その他有形固定

資産」が29百万円、「その他無形固定資産」が20百万円減少したものの、「現金及び預金」が223百万

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

（２）財政状態に関する分析
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円、「受取手形及び売掛金」が150百万円、「繰延税金資産」が152百万円増加したことによるもので

す。 

当連結会計年度末における負債3,524百万円となり、前連結会計年度末と比較して17百万円増加いた

しました。主な負債の変動は、「前受金」が285百万円、「未払法人税等」が11百万円が減少したもの

の、「債務保証損失引当金」を316百万円計上したことによるものです。 

当連結会計年度末における純資産は4,474百万円となり、前連結会計年度と比較して80百万円増加い

たしました。主な純資産の変動は、「少数株主持分」が104百万円減少したものの、「利益剰余金」が

172百万円、「新株予約権」が15百万円増加したことによるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度に比べ

223百万円増の2,027百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、448百万円の収入（前連結会計年度 20百万円の収入）とな

りました。これは資金増加要因として税金等調整前当期純利益533百万円、減価償却費等の非資金項目

126百万円、たな卸資産の減少額274百万円、仕入債務の増加額15百万円があったものの、資金減少要因

として、法人税等の支払額504百万円があったことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、66百万円の支出（前連結会計年度 ７百万円の支出）となり

ました。これは資金減少要因として、無形固定資産の取得による支出額37百万円、敷金及び保証金の差

入による支出額22百万円があったことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、158百万円の支出（前連結会計年度 237百万円の支出）とな

りました。これは資金増加要因として長期借入金の返済額21百万円、配当金の支払額134百万円があっ

たことが主な要因であります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 
  

 
  

（注）１ 各指標は以下の計算式により算出しております。 
     自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ２ いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
   ３ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式を除く)により算出 
     しております。 
   ４ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動による 
     キャッシュ・フロー」を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計 
     上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
     また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を 
     使用しております。 

平成20年７月期 平成21年７月期 平成22年７月期 平成23年７月期 平成24年７月期

自己資本比率 46.7 47.0 50.7 52.1 53.6

時価ベースの自己資本比率
(％)

61.8 53.5 56.7 52.1 60.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

146.9 80.1 136.5 602.3 22.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

52.3 72.4 39.5 15.1 405.5
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当社は、事業を取り巻く環境の変化や業界再編などの今後予想される事態に、適切な対応を図り、事

業拡大を継続させることができるよう、財務基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対しては、業績

に応じて適正に利益配当することが重要であると考えております。 

平成24年７月期の期末配当につきましては、１株あたり600円の普通配当を予定しております。な

お、第２四半期末におきまして600円の普通配当を行っておりますため、１株当たりの年間配当は1,200

円となる予定です。 

また、平成25年7月期につきましては、１株あたり第２四半期末配当として800円、期末配当として

800円を予定しており、年間配当は1,600円となる予定です。 

  

当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、ここに掲げられている項目に限定されるものではあり

ません。 
  

①治験のグローバル化によるリスク 

世界の主要製薬会社による新薬の開発に向けた競争の激化を背景に、特にアジアを中心とした海外諸

国で治験を進める動きが顕著になってきております。今後、治験のグローバル化が当社の予想を超える

スピードで進展し、その変化に対応するための有効な手段を講じることができなかった場合、ビジネス

機会喪失により競争力を損なうことが懸念されます。その場合、当社グループの将来の財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性があります。  

②法的規制のリスク 

当社グループは、薬事法及び厚生労働省令等に準拠し業務を遂行しております。これら関連法令に対

する遵法性に関しては管理を徹底しておりますが、仮に法令の遵守状況に問題があるケースが生じた場

合、医療機関及び製薬会社からの信頼が損なわれ、当社グループの財政状態及び経営成績に深刻な影響

を与える可能性があります。 

③情報セキュリティリスク 

当社グループでは、業務遂行上、新薬の開発情報、医療機関の情報及び被験者の個人情報など高度な

機密情報を取り扱います。 

当社グループは、情報セキュリティマネジメントシステム規格ＩＳＭＳ適合性評価制度の認証を取得

しており、保有する情報資産についてのセキュリティ管理体制につき継続的な改善を図っております。

但し、何らかの理由で情報の流出が生じた場合には、当社グループの社会的信用が失墜し、将来の財

政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

④カットオフによるリスク 

治験は、その実施期間が長期に亘り、１年以上の期間を要するものが多数を占めております。契約金

額の大部分は、契約症例数に依存して決定されますが、実施症例数を予定通り確保できず、契約症例数

に満たない場合、売上高として計上される金額が契約金額を下回る場合があります。当社グループで

は、これを「カットオフ」と呼んでおりますが、多額のカットオフが生じた場合、当社グループの将来

の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

⑤提携医療機関の経営状況悪化によるリスク 

当社グループは、医療機関との提携契約締結にあたっては、諸条件を勘案した上で決定し、その後も

慎重にリスク管理を行っておりますが、仮に治験実施中の提携医療機関の経営状況が悪化し、治験の継

続が困難になった場合、当社の信用が失墜し、今後の事業成長に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥事業成長が人材確保・育成に制約されるリスク 

当社グループは、薬剤師、看護師、臨床検査技師等の有資格者を中心に社員の採用を行なっており、

医学・薬学等の専門的知識を有する人材の確保・育成に努めております。 

  こうした人材の確保や教育研修を通じた育成が順調に進まない場合、当社グループの経営成績及び財

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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政状態、並びに当社グループの今後の事業成長に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦自然災害等に関するリスク 

当社グループは、地震などの自然災害の発生やインフルエンザなどの流行に対して、事業継続計画

書、災害対策マニュアル等を整備し、万全の対応がとれるように準備しておりますが、これらの災害の

発生により、当社グループが想定した以上の人的・物的被害を受け、業務停止及び遅延が生じた場合、

当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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 当連結会計年度末の当社グループは、当社（株式会社綜合臨床ホールディングス）と子会社３社（株式会

社綜合臨床サイエンス、株式会社あすも臨床薬理研究所、株式会社綜合臨床メデフィ）及び関連会社２社

（株式会社アスモット、株式会社東京健康管理センター）及びその他の関係会社１社（株式会社シーエーシ

ー）により構成されております。 

  

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

  

２．企業集団の状況

区分 会社名 事業内容 摘要

ＳＭＯ事業

 株式会社綜合臨床サイエンス
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治
験事務局業務及び臨床試験に関する
一切の業務

 連結子会社

 株式会社あすも臨床薬理研究所
ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務、治
験事務局業務及び臨床試験に関する
一切の業務

 連結子会社

 株式会社アスモット ＣＲＣ業務
 関連会社
(持分法非適用会社）

 株式会社東京健康管理センター ＣＲＣ業務
 関連会社
(持分法非適用会社）

その他の事業

株式会社綜合臨床メデフィ ＣＲＯ事業  連結子会社

株式会社綜合臨床臨床サイエンス 心理評価業務  連結子会社
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当社グループは、平成元年の創業以来、ＳＭＯ業界のリーディングカンパニーとして、全国で治験を

実施する医療現場の支援を通じて発展してまいりましたが、平成23年３月に、長期経営ビジョンを策定

し、今後は、ＳＭＯ事業をコアとしながらも、これと関連する周辺事業、新規事業を立ち上げ、複数の

コア事業から構成される「綜合医療サービス支援企業」へと発展することを目指しております。 

「綜合医療サービス支援企業」への発展を目指すにあたり、「高い倫理性と責任のもと、医療現場の

支援を通じて、医療の発展に貢献します。」という企業理念を掲げ、また、長期経営ビジョンを実現す

るために、当社グループの目指すべき組織としてのあり方、方向性を示した企業指針を、以下の通り制

定しております。 

  

 
こうした企業理念及び企業指針に基づいて行動し、社会における存在意義を高めるとともに、株主を

はじめとするステークホルダーの皆様すべての期待にお応えすることが、当社グループの経営の基本方

針であります。 

  

中期経営計画“SOGO New Success Plan 2015”（2012年改定版）において設定した平成27年７月期に

おける財務目標数値は以下の通りです。 
  

 
  

当社グループは、長期経営ビジョンに基づき、平成27年７月期までに、ＳＭＯ事業をコアとしながら

も、これと関連する周辺事業、新規事業を立ち上げ、将来への発展のための基礎固めを行う計画です。

また、平成32年頃までには、複数のコア事業から構成される「綜合医療サービス支援企業」へと発展を

遂げ、医療機関の力強いパートナーとして事業を展開する計画です。 

これらのビジョンに沿って、平成23年３月に中期経営計画“SOGO New Success Plan 2015”を策定い

たしましたが、今般、計画の改定を行い、平成27年７月期までに実現すべき６つの経営目標を再設定し

ております。 
  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

Satisfaction
当社グループの事業に関係するすべての皆様の「満足」を高めるために、継続的な努力を怠
らない組織を目指します。

Opportunities
医療現場に密着し、現場のニーズを的確に把握することを通じて、新たなビジネスの「機
会」を確実にとらえる組織を目指します。

Growth
新たなチャレンジを繰り返し、企業の「成長」とともに、そこで働く社員の人間的な「成
長」が実現できる組織を目指します。

Only One
他社が提供することのできないユニークで高品質なサービスを提供する「オンリー・ワン企
業」を目指します。

（２）目標とする経営指標

平成24年７月期（実績） 平成27年７月期（目標）

連結売上高 6,196百万円   

10,000百万円   
・ＳＭＯ事業 8,000百万円
・ＣＲＯ事業 1,500百万円
・新規事業      500百万円

連結営業利益 1,131百万円   1,640百万円   

連結純利益 307百万円   890百万円   

ＲＯＥ（株主資本利益率） 7.3％   15.0％   

（３）中長期的な会社の経営戦略
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①連結売上高100億円企業への発展 

②ＳＭＯ業界のリーディングカンパニーとして業界の発展を先導 

③ＳＭＯから生まれたＣＲＯとして大規模臨床研究・ＰＭＳ等の新市場創設 

④既存事業との関連性やシナジーを重視した新規事業の立ち上げ（Ｍ＆Ａを含む） 

⑤優秀な人材の確保、女性が活躍する組織としての発展 

⑥ＩＴを活用した事業の革新、新規事業の創出 
  
これらの経営目標を達成するため、以下の通り、事業成長・拡大のためのメイン戦略とこれを支える

サブ戦略を策定し、具体的な施策の遂行を実施して参ります。 

  

①メイン戦略：事業成長・拡大戦略 

ａ）ＳＭＯ事業の拡大 

国の政策や製薬会社の開発動向を見据えながら、がん・中枢神経系領域等の難治性疾患領域に重点

をおくとともに、従来からの主力領域を含めた各領域の受託体制の強化を図り、寡占化が進む市場に

おける大手の一角として、受注拡大を目指します。これを実現するための営業組織の再編、地域戦略

の展開、業務品質の向上等に取り組み、また、国際共同治験へも対応できる体制作りを行います。こ

れらにより、平成27年7月期において売上高8,000百万円を目指します。 

ｂ）ＣＲＯ事業（大規模臨床研究・製造販売後調査）の立ち上げ 

今後、大きな成長が期待される臨床研究、医師主導型治験及び製造販売後調査を中心としたＣＲＯ

（医薬品開発業務受託機関）事業に本格的に参入するため、平成24年4月に株式会社綜合臨床メデフ

ィを新設いたしました。積極的な営業展開により受注獲得に努めるとともに、必要となる要員の確保

と教育を中心に、早急に受託体制の整備を行います。長年のＳＭＯ事業の経験の中から生まれたＣＲ

Ｏとして、新たな市場の創出に注力することにより、平成27年7月期において売上高1,500百万円を目

指します。 

ｃ）周辺事業、新規事業の立ち上げ 

サイトマネジメント強化等の戦略的施策の実施により、医療機関や製薬会社等のニーズを把握・発

掘し、ＳＭＯ事業との関連性やシナジーを重視して、周辺事業、新規事業を立ち上げます。平成27年

7月期において売上高500百万円を目指します。 

  

②サブ戦略：メイン戦略を支える４つの戦略 

ａ）人材戦略 

企業ステージの変化にスムーズに対応するための強固な組織基盤の構築、優秀な人材の確保と育成

を中心課題に据え、諸施策を実行して参ります。女性が多い組織であることに配慮し、ワークライフ

バランスを重視するとともに、複線型キャリアプランの提示等、ダイバーシティ（多様性）を重視し

た諸制度を積極的に導入していく予定です。また、社員各人の能力を開発し、それを存分に発揮でき

るように、教育プログラムの充実にも注力します。重要ポストへの女性の登用を積極的に進め、女性

が能力を発揮して活躍する組織を目指します。 

ｂ）ＩＴ戦略 

ＩＴ基盤の強化のための諸施策を継続的に実施するとともに、各種データベースの構築と活用によ

り、業務の効率化や革新、ＩＴを活用した周辺事業、新規事業の創出を実現するための施策を実施し

ます。 

ｃ）Ｍ＆Ａ・アライアンス戦略 

事業規模の拡大・成長を実現するため、ＳＭＯのＭ＆Ａ戦略を継続するとともに、提携企業との関

係見直しと再構築を行います。また、周辺事業、新規事業の育成をスピードアップさせるため、国内

外を問わず、新たなパートナーとの連携も積極的に模索して参ります。 

ｄ）管理・統制・統合（Management, Control & Integration）強化戦略 

  平成22年８月に事業子会社５社の統合を完了し、間接部門については、その集約と効率化の段階を
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終え、今後は戦略的機能の強化の段階へと進んでいく予定です。データに基づいた科学的な分析と適

切な管理・統制を行うことに加え、戦略全体が有機的にかつ有効に機能するように、統合をはかる機

能を持株会社に持たせ、経営目標の実現を目指します。 

  

当社グループの事業を取り巻く環境を踏まえ、中期経営計画“SOGO New Success Plan 2015”（2012

年改定版）において、既述の通り、平成27年７月期までに実現すべき経営目標を掲げております。これ

らの経営目標を達成するために当社グループが対処すべき具体的な課題は、以下の通りであると認識し

ております。 

①受注の拡大と市場シェアの確保・拡大 

当社グループを含む大手数社による寡占化が進行するＳＭＯ市場において生き残るためには、市場

成長率以上の受注拡大は必須であり、そのために営業体制の見直しを行うとともに、開発動向の把握

や事前の施設開拓による提案営業等の推進により、受注拡大を実現すること。 

②業務品質の向上と効率化の推進 

治験依頼者である製薬会社等のニーズに的確に応えるために、業務品質の一層の向上を図るととも

に、業務の継続的な見直しを通してコスト削減を実現することにより、高品質でコスト競争力のある

提案を行っていくこと。 

③先進的な医療機関との提携 

国際共同治験やアンメット・メディカル・ニーズに対応した試験に対処するため、既に契約してい

る医療機関のほかに、大学病院、がんセンター、専門性の高いクリニックなどとの提携を進めるこ

と。 

④臨床研究支援分野のＣＲＯ事業の収益源化 

今後大きな成長が期待される大規模臨床試験を始めとする臨床研究分野や製造販売後調査（ＰＭ

Ｓ）を中心としたＣＲＯ事業を新たな収益の柱として成長させること。 

⑤周辺事業、新規事業の立ち上げ 

サイトマネジメント強化等の戦略的施策の実施により、医療機関や製薬会社等のニーズを把握・発

掘し、ＳＭＯ事業の周辺事業、新規事業を立ち上げること。 

⑥優秀な人材の確保と育成 

事業規模の成長、拡大を実現するため、優秀な人材を多様な採用チャネルを通じて確保するととも

に、充実した教育プログラムを構築し、高品質なサービスが提供できる人材を効率的に育成するこ

と。 

⑦ＩＴの積極的活用 

業務効率化のため、ＩＴ基盤の強化を図るとともに、ＩＴを活用した周辺事業、新規事業の創出を

実現すること。 

⑧Ｍ＆Ａ・アライアンスの積極的推進 

事業規模の拡大・成長や新規事業の立ち上げをスピードアップするため、Ｍ＆Ａ・アライアンスを

積極的に行うこと。 

⑨間接部門の戦略的機能の強化 

事業規模や組織規模の拡大に対応し、持株会社におけるグループ全体の管理・統制機能を強化する

とともに、各社・各部門の事業運営や戦略遂行を統合し、効率的な経営を実現すること。 

  

該当事項はありません。 

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,816,284 2,039,534

受取手形及び売掛金 1,102,392 1,252,777

仕掛品 2,544,019 2,267,486

繰延税金資産 170,211 188,644

その他 171,497 165,814

貸倒引当金 △3,523 △2,516

流動資産合計 5,800,882 5,911,742

固定資産   

有形固定資産   

建物 132,183 145,042

減価償却累計額 △74,038 △83,607

建物（純額） 58,145 61,435

その他 210,934 181,588

減価償却累計額 △171,246 △155,918

その他（純額） 39,687 25,669

有形固定資産合計 97,832 87,104

無形固定資産   

のれん 1,547,812 1,446,678

その他 164,175 143,639

無形固定資産合計 1,711,987 1,590,317

投資その他の資産   

投資有価証券 102,153 96,503

繰延税金資産 8,306 142,561

破産更生債権等 － 198,231

その他 186,253 171,308

貸倒引当金 △6,000 △198,231

投資その他の資産合計 290,712 410,372

固定資産合計 2,100,533 2,087,795

資産合計 7,901,415 7,999,538
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 32,188 47,297

短期借入金 17,542 16,891

未払法人税等 272,768 260,977

前受金 2,281,512 1,995,545

賞与引当金 82,387 91,305

受注損失引当金 192,825 141,959

債務保証損失引当金 － 316,482

その他 507,512 554,383

流動負債合計 3,386,737 3,424,842

固定負債   

長期借入金 103,803 83,048

その他 16,719 16,778

固定負債合計 120,522 99,827

負債合計 3,507,260 3,524,669

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,364,517 1,364,517

資本剰余金 1,658,366 1,658,366

利益剰余金 1,242,004 1,414,098

自己株式 △143,434 △143,434

株主資本合計 4,121,453 4,293,547

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,068 △2,800

その他の包括利益累計額合計 △1,068 △2,800

新株予約権 5,806 20,917

少数株主持分 267,963 163,203

純資産合計 4,394,155 4,474,868

負債純資産合計 7,901,415 7,999,538
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

売上高 5,157,454 6,196,733

売上原価 3,032,023 3,740,819

売上総利益 2,125,430 2,455,913

販売費及び一般管理費 1,323,769 1,324,807

営業利益 801,661 1,131,106

営業外収益   

受取利息 1,039 653

受取配当金 4,800 4,800

経営指導料 1,200 700

還付加算金 728 25

未払配当金除斥益 804 806

雑収入 51 46

営業外収益合計 8,623 7,031

営業外費用   

支払利息 1,334 1,105

自己株式取得費用 611 －

障害者雇用納付金 1,550 1,450

雑損失 258 43

営業外費用合計 3,754 2,598

経常利益 806,530 1,135,539

特別利益   

投資有価証券売却益 286 －

特別利益合計 286 －

特別損失   

固定資産売却損 9 －

固定資産除却損 7,157 1,967

事務所移転費用 1,010 7,944

関係会社株式評価損 2,896 －

医療機関支援関連損失 － 591,450

その他 － 1,081

特別損失合計 11,073 602,443

税金等調整前当期純利益 795,743 533,095

法人税、住民税及び事業税 412,038 480,051

法人税等調整額 △44,382 △151,869

法人税等合計 367,655 328,181

少数株主損益調整前当期純利益 428,087 204,914

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6,207 △102,628

当期純利益 421,879 307,542
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 428,087 204,914

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,601 △1,732

その他の包括利益合計 1,601 △1,732

包括利益 429,688 203,182

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 423,480 305,810

少数株主に係る包括利益 6,207 △102,628
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,364,517 1,364,517

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

当期首残高 1,658,366 1,658,366

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,658,366 1,658,366

利益剰余金   

当期首残高 926,016 1,242,004

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 421,879 307,542

当期変動額合計 315,987 172,094

当期末残高 1,242,004 1,414,098

自己株式   

当期首残高 △40,710 △143,434

当期変動額   

自己株式の取得 △102,724 －

当期変動額合計 △102,724 －

当期末残高 △143,434 △143,434

株主資本合計   

当期首残高 3,908,189 4,121,453

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 421,879 307,542

自己株式の取得 △102,724 －

当期変動額合計 213,263 172,094

当期末残高 4,121,453 4,293,547
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △2,669 △1,068

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,601 △1,732

当期変動額合計 1,601 △1,732

当期末残高 △1,068 △2,800

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △2,669 △1,068

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,601 △1,732

当期変動額合計 1,601 △1,732

当期末残高 △1,068 △2,800

新株予約権   

当期首残高 － 5,806

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,806 15,110

当期変動額合計 5,806 15,110

当期末残高 5,806 20,917

少数株主持分   

当期首残高 263,579 267,963

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,383 △104,760

当期変動額合計 4,383 △104,760

当期末残高 267,963 163,203

純資産合計   

当期首残高 4,169,100 4,394,155

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 421,879 307,542

自己株式の取得 △102,724 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,791 △91,381

当期変動額合計 225,054 80,712

当期末残高 4,394,155 4,474,868
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 795,743 533,095

減価償却費 57,145 68,423

のれん償却額 101,134 101,134

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,132 △1,007

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,894 8,917

受注損失引当金の増減額（△は減少） 91,639 △50,865

受取利息及び受取配当金 △5,839 △5,453

支払利息 1,334 1,105

投資有価証券売却損益（△は益） △286 －

固定資産売却損益（△は益） 9 －

固定資産除却損 7,157 1,967

関係会社株式評価損 2,896 －

医療機関支援関連損失 － 591,450

売上債権の増減額（△は増加） △505,310 △251,524

たな卸資産の増減額（△は増加） △41,019 274,053

仕入債務の増減額（△は減少） 24,602 15,108

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,980 24,296

前受金の増減額（△は減少） △280,633 △285,967

その他 △6,804 △70,708

小計 254,774 954,027

利息及び配当金の受取額 5,653 5,173

利息の支払額 △1,334 △1,105

リース解約損の支払額 △1,304 △1,072

医療機関支援関連損失の支払額 － △11,688

法人税等の支払額 △307,973 △504,709

法人税等の還付額 70,331 7,524

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,148 448,150

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △16,116 △20,780

有形固定資産の売却による収入 10,238 495

無形固定資産の取得による支出 △101,693 △37,021

投資有価証券の売却による収入 287 3,100

貸付けによる支出 △1,257 －

貸付金の回収による収入 － 150

敷金及び保証金の回収による収入 1,607 10,286

敷金及び保証金の差入による支出 △556 △22,915

その他 △7 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,498 △66,690
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △27,869 △21,406

自己株式の取得による支出 △102,724 －

配当金の支払額 △105,231 △134,675

少数株主への配当金の支払額 △1,824 △2,132

財務活動によるキャッシュ・フロー △237,648 △158,213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △224,998 223,246

現金及び現金同等物の期首残高 2,028,890 1,803,891

現金及び現金同等物の期末残高 1,803,891 2,027,138
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該当事項はありません。 

（５）継続企業の前提に関する注記
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連結子会社の数 

３社 

連結子会社の名称 

株式会社綜合臨床サイエンス 

株式会社あすも臨床薬理研究所 

株式会社綜合臨床メデフィ 

  

該当事項はありません。 

株式会社アスモット 

株式会社東京健康管理センター 

（理由） 

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないために持分法

の適用範囲から除外しております。 

  

  

関連会社株式  

持分法非適用関連会社株式については、移動平均法による原価法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

上記のうち株式会社綜合臨床メデフィについては、当連結会計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数

(2)持分法非適用の関連会社の名称

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 

㈱綜合臨床ホールディングス(2399)　平成24年7月期　決算短信

19



  

仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定） 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物      ３～18年 

工具器具備品  ３～20年 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。  

債務保証に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における債務保証に係る損失負

担見込額を計上しております。  

のれん勘定は20年で均等償却しております。  

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。  

売上高計上基準 

ＳＭＯ事業収入及びその他の事業収入については、いずれも完成基準を適用しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっております。 

② たな卸資産 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 

② 賞与引当金 

③ 受注損失引当金

④ 債務保証損失引当金

(4)のれんの償却方法及び償却期間

(5)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 収益及び費用の計上基準

② 消費税等の会計処理
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当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号平成22年６

月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号

平成22年６月30日）を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するスト

ック・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オ

プションの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しており

ます。 

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、これによる影響はありません。 

  

当連結会計年度より、法人税法の改正（「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための

所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年12月２日法律第114号）、「法人税法施行令の一部を改

正する政令」（平成23年12月２日政令第379号）、「法人税法施行規則の一部を改正する省令」（平成

23年12月２日財務省令第86号）及び「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」

（平成24年１月25日財務省令第10号））に伴い、平成24年４月１日以降に取得した資産については、改

正後の法人税法に定める償却方法によっております。なお、この変更により当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示)

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

(減価償却方法の変更)

㈱綜合臨床ホールディングス(2399)　平成24年7月期　決算短信

21



  

当社グループの報告セグメントは、当社グループを構成する単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。 

 当社グループは、治験を実施する医療機関に対して、ＣＲＣ業務、ＩＲＢ事務局業務及び治験事務

局業務を提供するＳＭＯ事業を中心に事業展開しており、「ＳＭＯ事業」のみを報告セグメントとし

ております。また、報告セグメントに含まれない「その他の事業」は、主に大規模臨床試験等を行っ

ております。 

  

当社グループの報告セグメントは、「ＳＭＯ事業」のみであり、「その他の事業」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成22年８月１日 至 平成23年７月31日)及び当連結会計年度(自 平成23年

８月１日 至 平成24年７月31日) 

当社グループの報告セグメントは、「ＳＭＯ事業」のみであり、「その他の事業」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成22年８月１日 至 平成23年７月31日)及び当連結会計年度(自 平成23年

８月１日 至 平成24年７月31日) 

当社グループの報告セグメントは、「ＳＭＯ事業」のみであり、「その他の事業」の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

報告セグメントが１つであり、開示情報としての重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りであります。 

 
  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成22年８月１日
至 平成23年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年８月１日
至 平成24年７月31日)

１株当たり純資産額 39,546円46銭 41,181円56銭

１株当たり当期純利益 4,004円48銭 2,951円72銭

項目
前連結会計年度

(自 平成22年８月１日
至 平成23年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年８月１日
至 平成24年７月31日)

１株当たり当期純利益

(1)当期純利益（千円） 421,879 307,542

(2)普通株主に帰属しない金額（千円） － －

(3)普通株式に係る当期純利益（千円） 421,879 307,542

(4)普通株式の期中平均株式数（株） 105,351 104,191

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

第５回

平成22年10月21日定時株主総会決議
新株予約権（ストック・オプショ
ン）

新株予約権の付与数 2,500個

（株式数 2,500株）

第５回

平成22年10月21日定時株主総会決議
新株予約権（ストック・オプショ
ン）

新株予約権の付与数 2,500個

（株式数 2,500株）

第６回

平成23年10月20日定時株主総会決議
新株予約権（ストック・オプショ
ン）

新株予約権の付与数 3,000個

（株式数 3,000株）
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該当事項はありません。 

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年７月31日) 

当事業年度 
(平成24年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,313,997 1,458,588

売掛金 80,395 160,722

貯蔵品 108 574

前払費用 14,636 14,690

繰延税金資産 13,669 55,684

未収入金 190 26,057

未収還付法人税等 7,524 2,903

その他 56,988 13,923

流動資産合計 1,487,510 1,733,145

固定資産   

有形固定資産   

建物 29,350 29,350

減価償却累計額 △8,175 △11,508

建物（純額） 21,175 17,842

工具、器具及び備品 70,356 62,282

減価償却累計額 △54,239 △44,921

工具、器具及び備品（純額） 16,116 17,360

建設仮勘定 13,017 －

有形固定資産合計 50,309 35,203

無形固定資産   

商標権 175 114

ソフトウエア 157,409 139,664

ソフトウエア仮勘定 262 －

その他 1,258 1,258

無形固定資産合計 159,106 141,036

投資その他の資産   

関係会社株式 2,517,408 2,611,758

出資金 1,000 1,000

長期前払費用 3,963 4,373

繰延税金資産 54,622 121,112

敷金及び保証金 82,820 56,593

破産更生債権等 － 91,776

その他 7,500 1,500

貸倒引当金 △6,000 △91,776

投資その他の資産合計 2,661,314 2,796,337

固定資産合計 2,870,731 2,972,577

資産合計 4,358,241 4,705,722
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年７月31日) 

当事業年度 
(平成24年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

未払金 43,183 95,096

未払費用 7,760 6,033

未払法人税等 31,285 27,608

預り金 9,184 5,808

賞与引当金 4,120 4,701

債務保証損失引当金 － 158,241

流動負債合計 95,534 297,489

固定負債   

長期未払金 1,159 －

固定負債合計 1,159 －

負債合計 96,693 297,489

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

資本準備金 1,640,117 1,640,117

その他資本剰余金 18,248 18,248

資本剰余金合計 1,658,366 1,658,366

利益剰余金   

利益準備金 5,900 5,900

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,371,460 1,504,766

利益剰余金合計 1,377,360 1,510,666

自己株式 △143,434 △143,434

株主資本合計 4,256,809 4,390,115

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,068 △2,800

評価・換算差額等合計 △1,068 △2,800

新株予約権 5,806 20,917

純資産合計 4,261,548 4,408,233

負債純資産合計 4,358,241 4,705,722
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（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

営業収益   

経営指導料 920,817 936,615

受取配当金 331,898 332,220

営業収益合計 1,252,715 1,268,835

営業費用 679,173 701,493

営業利益 573,542 567,341

営業外収益   

受取利息 605 532

受取配当金 4,800 4,800

還付加算金 149 15

未払配当金除斥益 804 806

雑収入 35 15

営業外収益合計 6,394 6,169

営業外費用   

支払利息 1,487 －

自己株式取得費用 611 －

雑損失 15 41

営業外費用合計 2,113 41

経常利益 577,823 573,469

特別利益   

投資有価証券売却益 286 －

特別利益合計 286 －

特別損失   

固定資産除却損 6,107 1,019

関係会社株式評価損 2,896 －

医療機関支援関連損失 － 318,081

特別損失合計 9,004 319,100

税引前当期純利益 569,106 254,368

法人税、住民税及び事業税 87,345 93,301

法人税等調整額 2,030 △107,687

法人税等合計 89,375 △14,385

当期純利益 479,730 268,754
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,364,517 1,364,517

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,364,517 1,364,517

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,640,117 1,640,117

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640,117 1,640,117

その他資本剰余金   

当期首残高 18,248 18,248

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,248 18,248

資本剰余金合計   

当期首残高 1,658,366 1,658,366

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,658,366 1,658,366

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 5,900 5,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,900 5,900

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 997,621 1,371,460

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 479,730 268,754

当期変動額合計 373,838 133,306

当期末残高 1,371,460 1,504,766

利益剰余金合計   

当期首残高 1,003,521 1,377,360

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 479,730 268,754

当期変動額合計 373,838 133,306

当期末残高 1,377,360 1,510,666
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日) 

自己株式   

当期首残高 △40,710 △143,434

当期変動額   

自己株式の取得 △102,724 －

当期変動額合計 △102,724 －

当期末残高 △143,434 △143,434

株主資本合計   

当期首残高 3,985,694 4,256,809

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 479,730 268,754

自己株式の取得 △102,724 －

当期変動額合計 271,114 133,306

当期末残高 4,256,809 4,390,115

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △2,669 △1,068

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,601 △1,732

当期変動額合計 1,601 △1,732

当期末残高 △1,068 △2,800

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △2,669 △1,068

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,601 △1,732

当期変動額合計 1,601 △1,732

当期末残高 △1,068 △2,800

新株予約権   

当期首残高 － 5,806

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,806 15,110

当期変動額合計 5,806 15,110

当期末残高 5,806 20,917

純資産合計   

当期首残高 3,983,025 4,261,548

当期変動額   

剰余金の配当 △105,892 △135,448

当期純利益 479,730 268,754

自己株式の取得 △102,724 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7,407 13,378

当期変動額合計 278,522 146,685

当期末残高 4,261,548 4,408,233
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当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。 

(単位：千円) 

 

  

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。 

(単位：千円) 

 

  

①代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 

新任監査役候補（平成24年10月25日就任予定） 

監査役  田辺 信彦 

退任予定監査役（平成24年10月25日退任予定） 

監査役  佐々木 正 

６．その他

（１）受注及び販売の状況

 事業の種類別 
 セグメントの 
 名称

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日)

比較増減

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

 ＳＭＯ事業 6,000,626 9,182,341 6,207,772 9,477,230 103.5 103.2

 その他の事業 284,042 244,396 255,036 215,584 89.8 88.2

  合 計 6,284,669 9,426,738 6,462,809 9,692,814 102.8 102.8

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

 事業の種類別 
 セグメントの 
 名称

前連結会計年度 
(自 平成22年８月１日 
 至 平成23年７月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年８月１日 
 至 平成24年７月31日)

比較増減

金額 金額 金額
前年同期比
（％）

 ＳＭＯ事業 5,066,833 5,912,883 846,050 116.7

 その他の事業 90,621 283,849 193,228 313.2

  合 計 5,157,454 6,196,733 1,039,279 120.2

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）役員の異動
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